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フードロス削減に取り組む背景

• 「2030年までに小売・消費レベル

における世界全体の１人当たり食

料の廃棄を2000年度の半減」

• 「収穫後損失などの生産・サプ

ライチェーンにおける食料の損

失を減少させる」

フードロスの放置は、環境悪化や食料危機
に対する大きな脅威

【日本】
・食料を輸入に大きく依存
（食料自給率(ｶﾛﾘｰﾍﾞｰｽ)2022年度:38% 先進国最低水準)

・廃棄物処理に多額のコスト
(市町村及び特別地方公共団体が一般廃棄物の処理に
要する経費 2022年度：約2.2兆円）

・食料の家計負担 (2023年：消費支出の1/4以上)
・子どもの貧困（2021年:9人に1人）

【世界】
・１年間で生産される食料(約40億)の1/3を
廃棄(約13億ﾄﾝ）｡世界温室効果ガスの1割

・人口の急増
(2021年:79億人→2050年:97億人）

・深刻な飢餓や栄養不良
（2022年:11人に1人が栄養不足）

「SDGs」における位置付け

１



＜現状＞ 食品ロス発生量の推移
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■ 全国における食品ロス発生量の推移（出典：農林水産省・環境省）

令和４年度…10.32～13.48万トン(事業系…5.27～8.07万ﾄﾝ、家庭系…5.05～5.41万ﾄﾝ)
※国推計を基に、経済センサス活動調査や人口等から推計

■ 茨城県における食品ロス発生量



＜現状＞ 食品ロス発生要因の内訳
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■ 全国における食品ロス発生要因の内訳（農林水産省・環境省「令和４年度推計」）

出典：消費者庁資料
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＜取組＞ 事業者による取組の例

５

※フードロス削減の基本：発生抑制・減量化・飼肥料等への利用・熱回収等再生利用

分類 取り組みの一例 製造 卸売 小売 飲食 宿泊

発生抑制 需要に見合った調達、販売、製造（ＡＩ活用など） ● ● ● ● ●

発生抑制 賞味期限の延長や年月表示化 ●

発生抑制
有効活用 社員食堂の提供方法見直しや社内販売等 ● ● ● ● ●

有効活用 リサイクル：飼料化、肥料化、熱回収など ●

有効活用 規格外品等の利用 ● ● ● ●

有効活用 フードバンクや子ども食堂等への寄付 ● ● ● ● ●

有効活用 食品ロスに取り組むサイト、アプリ、窓口の活用 ● ● ● ● ●

有効活用 冷凍による保存期間延長、期限間近商品の値引き販売 ● ● ● ● ●

有効活用 災害備蓄食品の利用、リメイク、寄付など ●

啓発 食品表示に係る正しい理解の促進 ● ● ●

啓発 食べきり運動／食べ残し料理の持ち帰り促進 ● ●

啓発 食品ロスの削減に関する積極的な普及啓発・食育推進 ● ● ● ● ●

商慣習 納品期限緩和などフードチェーン全体での慣習見直し ● ● ● ● ●



茨城県の特性
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・全国第３位の農業産出額の農業県

・全国第７位の食料品製造品出荷額の

工業県

・東京中央卸売市場における本県産青果物の

取扱金額シェアは21年連続日本一

農業産出額合計 4,409億円
全国第3位 (2022年)

(出典：農林水産省「生産農業所得統計」)

食料品製造品出荷額 計 15,191億円
全国第7位 (2021年) （663事業所）

(出典：総務省・経済産業省「経済構造実態調査」)

 本県は、食料供給県として
農・畜産物や加工食品を多く
産出し、多くの食品を扱って
いる

うち畜産産出額合計 1,340億円
全国第5位 (2022年)

本県は、フードロス対策の
対象物が多く、フードロス
削減に取組む意義が大きい

フードロス削減に向けた施策を
総合展開 ※リサイクル利用含む



県の主な食品ロス削減取組
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食品ロス削減推進計画（推進体制や基本的施策について位置付け）

■「てまえどり」の推進
R3～消費期限の近い商品から購入する消費行動の啓発
R5.10～県内約1,750店舗（11企業）で掲出

■「いばらき食べきり協力店」の募集
H30～事業者の主体的な取組促進 R6.6.1現在164店舗

■フードドライブの実施
企業やフードバンクと連携

いばらきフードロス削減プロジェクト（R3.7～）

■庁内連絡会議の設置、関係者間の意見交換
関連企業・団体との意見交換

資源循環推進課
（消費者啓発）

環境政策課
（事業系フードロス削減）

★４つのプロジェクトを一体的に推進
PJ1 食品製造・卸・小売ロス対策
PJ2 外食ロス対策
PJ3 生産農家ロス対策
PJ4 食品廃棄物の飼料化

■マッチング支援コーディネート窓口設置
R4.6～ﾌｰﾄﾞﾛｽを抱える事業者と活用事業者をマッチング
相談件数263件、ﾏｯﾁﾝｸﾞ38件（～R6.3）

■リサイクル飼料化研究会
R4.12～食品残渣等のリサイクル飼料化を研究

■干しいも資源循環モデル形成支援事業
R5 干しいも残渣の飼肥料化機械等導入経費を補助

■啓発用教材の配布
R1～県内小学校高学年向け 441校

フードロス削減量
R4～R5累計 約96トン ■食品残渣資源循環モデル形成支援事業

R6 食品残渣の飼肥料化設備等整備・実証経費を補助
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いばらきフードロス削減推進事業者協議会（案）

設置目的

協議会構成

食品関連団体・事業者（10者）

食品５業態*ごとに、食品関連団体及び業種を代表する食品事業者

（*５業態：食品製造業、食品卸売業、食品小売業、宿泊業、飲食業）

有識者等（4者） 学識経験者、消費者団体、フードバンク、市町村

フードロス削減の実践主体

アドバイザー的役割

【県：県民生活環境部（事務局）】

事業系フードロスのさらなる削減を図るため、食品関連団体、事業者
等が一堂に会し、事業者における具体的な取組を検討し、食品業界全体
で推進していくことを目的に、いばらきフードロス削減推進事業者協議
会を設置する。

食品廃棄物の削減
環境負荷の低減

事業者の利益向上
環境に配慮する事業者として社会貢献

事業者

食料供給県である本県として、食品関連事業者と行政が連携して
フードロス削減に積極的に取り組んでいる姿を対外的に発信

県全体
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・フードロス削減に関する取組の検討及び推進に関すること。
・フードロス削減に関する情報交換及び情報提供に関すること。
・フードロス削減に関する普及啓発に関すること。
・その他フードロスの削減のために必要な事項に関すること。

協議事務



会議等 時期 議題等

第１回会議 8月7日
・協議会の設置趣旨・取組方針の確認
・取組事例の発表①

８～９月 【実態調査】業種別／事業者別の取組事例・事業者の意識

第２回会議 10月頃

・実態調査結果や協議会メンバーの意見を踏まえ、共通取組
メニューを取りまとめ
⇒食品事業者への周知や連携方策を検討

・取組事例の発表②

第３回会議 ２月頃
・団体・事業者による取組状況の公表
・次年度の取組方針の検討

実施計画
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いばらきフードロス削減推進事業者協議会（案）
2024年度の取組方針

県内の食品関連団体・事業者が共通に取り組むいばらき版取組メニューを
取りまとめ、幅広く周知

県内の食品関連団体・事業者の取組状況を積極的に発信

県内の食品関連団体・事業者は、メニューから自らの取組を選択して公表



実態調査
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いばらきフードロス削減推進事業者協議会（案）

●調査名称 事業系食品ロスに係るアンケート

●実施主体 茨城県（県民生活環境部資源循環推進課）

●目的 食品廃棄物や食品ロス削減に向けた今後の茨城県の取組検討、

及び茨城県廃棄物処理計画（食品ロスに関する事項）の策定に

向けた基礎資料として用いるため

●実施期間 2024年8月～9月

●調査対象 県内食品関連事業所 約1,600事業所（標本調査）

●調査方法 郵送

●回答方法 紙、インターネット

●調査項目 ・事業所基本情報（業種、業務内容、年間売上高、従業員数）

・発生状況（食品ロス発生量、発生原因割合）

・再生利用状況（方法）

・削減取組（取組項目、うち特に成果に繋がっている取組項目3つ）

・課題、取り組めない理由

・情報入手先

・県の取組の認知、県への要望


